




 田代 武夫 プランナー  中村 一穗 プランナー

 ヒューマン経営管理事務所所長
 ㈱マネジメント・ブレーン代表取締役
 特定社会保険労務士
 中小企業診断士　1級販売士

 ナカムラ社会保険労務士事務所所長
 特定社会保険労務士
 職長・安全衛生責任者教育トレーナー
 宅地建物取引主任者
 ＲＳＴトレーナー

 本間 哲也 プランナー  大島　靖 プランナー

 Ｂ&Ａマネージメント代表
 人事・労務コンサルタント

 大島事務所所長
 社会保険労務士
 特定行政書士
 ㈱ワーク･ライフバランス 認定コンサ
 ルタント

 長谷川 克一 プランナー  浅井 光男 プランナー

 長谷川社会保険労務士事務所代表
 特定社会保険労務士
 中小企業診断士　行政書士
 産業カウンセラー
 キャリアコンサルタント

 あさい社労士事務所所長
 特定社会保険労務士
 総合労働相談員
 働き方改革推進支援ｾﾝﾀｰ 派遣専門家

 池野 比呂史 プランナー  丸矢 和昭 プランナー

 ﾉｰｻｲﾄﾞ･ﾌﾞﾚｲﾝ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｵﾌｨｽ
 池野社会保険労務士事務所所長
 社会保険労務士
 ＦＰ技能士1級

 社会保険労務士丸矢事務所代表
 特定社会保険労務士

 阿部　正 プランナー

 阿部正社会保険労務士事務所所長
 社会保険労務士
 産業カウンセラー

　　2023.4現在　

 志田 智代子 プランナー 　

 志田社会保険労務士事務所所長
 特定社会保険労務士
 キャリアコンサルタント
 産業カウンセラー

　 70歳雇用推進プランナーへ
　　　　　　　  ご相談ください！

新潟県内専門家のご案内（プランナー氏名　現職及び資格等）

(主な担当地区）下越 (主な担当地区）上中越

事業主の皆様へ

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

新潟支部 高齢・障害者業務課
〒950-8061

新潟市中央区西堀通6番町866号NEXT21ビル12階

TEL：025-226-6011 FAX：025-226-6013

ご相談等お申込み・

お問い合わせは

こちらへどうぞ

2023.4現在



●就業規則で定めている定年年齢を、旧定年年齢を上回る年齢に引上げること。

●定年の引上げの実施に対して、専門家へ委託費の経費支出があること。

　また、改定後の就業規則を労働基準監督署へ届け出ること。

●旧就業規則における高齢法の遵守期間が６カ月以上であること。

●１年以上継続して雇用されている60歳以上の雇用保険被保険者が１人以上いること。

●高年齢者雇用推進者の選任及び高年齢者雇用管理に関する措置※１を実施する。

～高年齢者評価制度等雇用管理改善コース～

　雇用管理に関する措置※１を実施し無期雇用

　転換制度を就業規則に規定

②転換計画(３年～５年)の作成、計画申請

③雇用支援機構の認定

支給申請の要件を全て満たした支給額

⑤雇用支援機構への支給申請

３０万円

２０万円 ２５万円 ５０万円 ５０万円 ８０万円 ２５万円 ５０万円

３０万円 ４０万円 １５万円

８５万円

　高年齢者の雇用管理制度の導入等に要した経費の一部を
　助成する高年齢者評価制度等雇用管理改善コース。

　５０歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用に
　転換した事業主のみなさまを助成します。

１２０万円 ４０万円 ８０万円７～９人 ２５万円 ３０万円 ８５万円

１０人以上 ３０万円 ３５万円 １０５万円 １６０万円

①高年齢者雇用推進者の選任及び高年齢者

７０歳以上
(旧定年が70歳
 未満に限る)

７０歳以上
(旧定年及び旧継
続雇用年齢が70
歳未満に限る)

６６歳～
６９歳

定年制の廃止
(旧定年が70歳
 未満に限る)

６０万円１０５万円 １００万円

※実施した制度、引き上げた年数、対象被保険者数に応じて定額が助成されます。

※１　高年齢者雇用管理に関する措置とは……
　　　(a)職業能力の開発および向上のための教育訓練の実施　(b)作業施設・方法の改善　(c)健康管理・安全衛生の配慮
　　　 (d）職域の拡大　(e)知識経験を活用できる配置処遇の改善　(f)賃金体系の見直し　(g)勤務時間制度の弾力化　　のいずれか

※２　対象被保険者とは……
　　　６０歳以上被保険者は、当該事業主に１年以上継続して雇用されている者で、期間の定めのない雇用契約を締結する

　　　労働者または定年後に継続雇用制度により引続き雇用されている者に限ります。

　

～高年齢者無期雇用転換コース～

助
成
額

実施した制度 定年引上げ又は定年の廃止 継続雇用制度の導入

６５歳超雇用推進助成金ご案内

６５歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員を対象とする６６歳以上の継続雇用制度
導入のいずれかの措置を実施する事業主のみなさまを助成します。

主
　
　
な

支
給
要
件

◆申請の手続き◆
定年の引上げ等の制
度を実施した月の翌月
から４カ月以内の各月
月初から５開庁日まで
に申請。

1～３人

４～６人

５歳未満 ５歳以上
対象
被保険者数※２

引上げた
　　年齢 ６５歳

６６歳～６９歳

１５万円 ２０万円 ３０万円

　(雇用管理制度の整備後、６か月間の整備内容の運用および
　対象被保険者の継続雇用が要件の一部となります。)

　(対象：転換日において、勤務通算６か月以上５年以内で、
  　かつ５０歳以上定年年齢未満の有期契約労働者)

①「雇用管理整備計画」を作成し、計画申請

申
請
の
流
れ

②雇用支援機構の認定

③計画実施期間に、措置記載の就業規則施行

　労基署への届出、措置※１の実施を行う

④措置の実施後、６カ月の賃金を支給

注)高齢法の遵守期間が、計画書提出日から６カ月前

申
請
の
流
れ

助
成
額

⑤雇用支援機構への支給申請

注)高齢法の遵守期間が、計画書提出日から６カ月前

制度導入経費に以下の助成率を乗じた額

①措置に要した経費の６０％

④転換を実施後、６カ月の賃金を支給

　事業主様へ　　　高齢助成金のご相談は何なりと下記連絡先へお願いします。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 新潟支部 高齢・障害者業務課  助成金Ｇ

住所：　新潟市中央区西堀通６－８６６　  ＮＥＸＴ２１ビル１２階

    電話：　０２５－２２６－６０１１　 　ＦＡＸ：　０２５－２２６－６０１３

（令和５年４月改正版）

②ただし中小企業事業主以外は４５％

※雇用管理制度等に要した経費は、初回に限り

　５０万円とみなす

※２回目以降の申請は、５０万円を上限とする経

　費の実費を対象経費とする

助
成
額

②ただし中小企業事業主以外は３８万円

※転換コースには解雇要件があります

●１支給申請年度(４月から翌３月)１適用事業所

　あたり１０人まで(転換した日を基準)

①対象労働者１人につき４８万円

～６５歳超継続雇用促進コース～


